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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１～２００ｎｍおよび５０～１０００ｎｍの２種類の粒度分布を持つ、Ｒ－
Ｆｅ－Ｂ系、Ｒ－Ｆｅ－Ｎ系、Ｒ－Ｃｏ－Ｆｅ系（但し、Ｒは希土類金属元素の少なくと
も１種類）の少なくとも１つの合金からなる永久磁石粒子が樹脂溶液と混合され、前記永
久磁石粒子と前記樹脂溶液の混合物が噴霧乾燥法により１～５０００μｍの粒子径に造粒
された造粒粉が成形されていることを特徴とする永久磁石。
【請求項２】
　永久磁石粒子を作製する粒子作製工程と、前記作製した永久磁石粒子と樹脂とを混合す
る樹脂混合工程と、前記樹脂混合工程で得られた混合物を造粒する造粒工程と、前記造粒
工程で得られた造粒粉を成形する成形工程とからなる永久磁石の製造方法において、
　前記粒子作製工程は、前記永久磁石粒子の粒度分布を少なくとも１～２００ｎｍおよび
５０～１０００ｎｍの２種類にし、前記造粒工程は、前記造粒粉の粒子径を噴霧乾燥法に
より１～５０００μｍとし、前記永久磁石粒子は、Ｒ－Ｆｅ－Ｂ系、Ｒ－Ｆｅ－Ｎ系、Ｒ
－Ｃｏ－Ｆｅ系（但し、Ｒは希土類金属元素の少なくとも１種類）の少なくとも１つの合
金からなることを特徴とする永久磁石の製造方法。
【請求項３】
　前記粒子作製工程は、界面活性剤と有機溶媒の溶液中に遷移金属塩化物の水溶液を滴下
し油中水滴型マイクロエマルションを形成する工程と、微粒子形成剤を滴下することによ
り超微粒子の永久磁石粒子を形成させ、その後還元処理する工程とからなることを特徴と
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する請求項２記載の永久磁石の製造方法。
【請求項４】
　前記樹脂混合工程の樹脂は、エポキシ樹脂、フェノール樹脂およびポリアミド系合成樹
脂の少なくとも一種を１～２０質量％とすることを特徴とする請求項２記載の永久磁石の
製造方法。
【請求項５】
　前記成形工程は、圧縮成形法、または射出成形法を用いることを特徴とする請求項２記
載の永久磁石の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ボンド型の永久磁石及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　永久磁石の種類は、鋳造磁石と焼結磁石とボンド磁石とに大別される。
　鋳造磁石の代表的なものはアルニコ（Ａｌ－Ｎｉ－Ｃｏ）系磁石であり、磁束密度が高
く、温度特性が良好であるが、非常に固いため、加工が難しく、高価であるために計器用
等の特殊な用途に使用されている。
　焼結磁石は、フェライト磁石に代表され、酸化鉄を主成分とする磁性粉末を焼結して製
造されるもので、残留磁束密度はやや低いものの、安価で保磁力が高いため広い分野で使
用されている。
　ボンド磁石は、磁性粉末と、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポリアミド系合成樹脂（
商品名、ナイロン）、ゴム、添加材等を混合して成形したもので、柔軟で成形の自由度が
高く、希土類磁性粉を含ませることにより、残留磁束密度、保磁力を高くすることができ
ることから、小型モータを初め、多くの分野で普及が進んでいる。
【０００３】
　例えば、樹脂被覆された磁性粉末である原料粉末の形状を実質的に球形とし、好ましく
は粒度分布を正規分布にすることにより、粉末の流動性を高め、また金型に充填したとき
の原料粉末の充填密度を増大させる方法が提案されている（例えば、特許文献１参照）。
　また、Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系永久磁石用合金を溶融し、噴霧法により粉末を得た後、この粉
末に対し水素吸蔵、崩壊処理を行い、次いで、水素吸蔵、崩壊処理をした粉末をさらに微
粉砕する永久磁石用合金粉末の製造方法が提案されている（例えば、特許文献２参照）。
　このように、従来のボンド磁石に用いられる磁性粉末（粒子）としては、金属溶解法や
直接還元法により、ミクロンオーダーの粒子径を持ったものが作製されている。また、こ
のミクロンオーダーの磁性粒子を造粒、成形することで、交換スプリング磁石という新し
い概念を持った永久磁石も作製されている。
　また、永久磁石粒子を硬磁性相と軟磁性相のいずれか一方が他方を包接するようにマイ
クロエマルションを用いて製造する方法も提案されている（例えば、特許文献３参照）。
【０００４】
【特許文献１】特開平７－７４０１２号公報
【特許文献２】特開２００２－６０８０６号公報
【特許文献３】特開２００４－０１８９３２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述した特許文献１、２において開示された従来の永久磁石の作製方法では、ミクロン
オーダーの粒子径を持った磁性粒子を作製しているが、圧縮成形ボンド磁石の特性として
２３９ｋＪ／ｍ3以上、射出成形ボンド磁石の特性として１６０ｋＪ／ｍ3以上のエネルギ
積が得られず、磁気特性向上に限界があるという問題があった。
　また従来の造粒方法では、ミクロンオーダーの磁性粒子を用いスクリューニーダ装置な
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どにより造粒を行っているが、磁気特性改善のためにナノオーダーの磁性粒子を用いた場
合、造粒粒子が、均一の粒度分布を持たず球形にならないため、図４に示すように、成形
時に磁性粒子１１を金型１２に投入して成形方向１３から成形した場合に、金型１２に均
一に充填できず、また磁性粒子の充填率が上がらないので目的とする磁石特性が得られな
いという問題があった。ちなみに、磁性粒子の充填率は、磁石成形体の密度を、磁性粒子
の真密度で除した値である。
　さらに、特許文献３において開示された方法では、硬磁性相と軟磁性相の一方をコア部
とし、他方を包接部として永久磁石微粒子を形成しているため、所望の粒子サイズを得る
ことが困難であり、磁気特性を向上させるのに限界があった。
　本発明はこのような問題点に鑑みてなされたものであり、従来のミクロンオーダーの磁
性粒子を用いた永久磁石に対して磁気特性を向上させた永久磁石を提供するとともに、ナ
ノオーダーの永久磁石粒子の造粒、成形が可能な永久磁石の製造方法を提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記問題を解決するため、本発明の第１の構成は、少なくとも１～２００ｎｍおよび５
０～１０００ｎｍの２種類の粒度分布を持つ永久磁石粒子が樹脂溶液と混合され、前記永
久磁石粒子と前記樹脂溶液の混合物が噴霧乾燥法により１～５０００μｍの粒子径に造粒
された造粒粉が成形されていることを特徴とする永久磁石である。
　本発明の第２の構成は、第１の構成において、前記永久磁石粒子は、Ｒ－Ｆｅ－Ｂ系、
Ｒ－Ｆｅ－Ｎ系、Ｒ－Ｃｏ－Ｆｅ系の少なくとも１つの合金からなり、前記Ｒは希土類金
属元素の少なくとも１種類としたことを特徴とする永久磁石である。
　ここで、希土類金属元素とは、原子番号２１のスカンジウムＳｃ，３９のイットリウム
Ｙ，５７のランタンＬａおよびそれに続く５８～７１のランタノイド元素のことを指すが
、特に、Ｐｒ，Ｎｄ，Ｐｍ，Ｓｍが高エネルギ積の面で好適である。
　本発明の第３の構成は、永久磁石粒子を作製する粒子作製工程と、前記作製した永久磁
石粒子と樹脂とを混合する樹脂混合工程と、前記樹脂混合工程で得られた混合物を造粒す
る造粒工程と、前記造粒工程で得られた造粒粉を成形する成形工程とからなる永久磁石の
製造方法において、前記粒子作製工程は、前記永久磁石粒子の粒度分布を少なくとも１～
２００ｎｍおよび５０～１０００ｎｍの２種類にし、前記造粒工程は、前記造粒粉の粒子
径を噴霧乾燥法により１～５０００μｍとし、前記永久磁石粒子は、Ｒ－Ｆｅ－Ｂ系、Ｒ
－Ｆｅ－Ｎ系、Ｒ－Ｃｏ－Ｆｅ系の少なくとも１つの合金からなり、前記Ｒは希土類金属
元素の少なくとも１種類とすることを特徴とする永久磁石の製造方法である。
　本発明の第４の構成は、第３の構成において、前記粒子作製工程は、界面活性剤と有機
溶媒の溶液中に遷移金属塩化物の水溶液を滴下し油中水滴型マイクロエマルションを形成
する工程と、微粒子形成剤を滴下することにより超微粒子の永久磁石粒子を形成させ、そ
の後還元処理する工程とからなることを特徴とする永久磁石の製造方法である。
　本発明の第５の構成は、第３の構成において、前記樹脂混合工程の樹脂は、エポキシ樹
脂、フェノール樹脂およびポリアミド系合成樹脂の少なくとも一種を１～２０質量％とす
ることを特徴とする永久磁石の製造方法である。
　本発明の第６の構成は、第３の構成の成形方法として圧縮成形または射出成形を用いる
ことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の第１の構成によれば、少なくとも１～２００ｎｍおよび５０～１０００ｎｍの
２種類の粒度分布を持つ永久磁石粒子が樹脂溶液と混合され、永久磁石粒子と樹脂溶液の
混合物が噴霧乾燥法により１～５０００μｍの粒子径に造粒された造粒粉が成形されてい
る永久磁石とすることにより、大きな粒度分布の粒子の間に小さな粒度分布のナノ粒子径
を持った永久磁石粒子が高充填されることになり、従来のミクロンオーダーの磁性粒子を
用いたボンド磁石に比べ、密度の高い、エネルギ積の高い永久磁石が得られる。
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　本発明の第２の構成によれば、永久磁石粒子を、Ｒ－Ｆｅ－Ｂ系、Ｒ－Ｆｅ－Ｎ系、Ｒ
－Ｃｏ－Ｆｅ系（Ｒは希土類金属元素の少なくとも１種類）の少なくとも１つの合金とす
ることにより、それぞれの組成の特徴を持ったナノオーダーの永久磁石粒子の永久磁石が
得られる。
　本発明の第３の構成によれば、永久磁石の製造方法において、粒子作製工程では、永久
磁石粒子の粒度分布を少なくとも１～２００ｎｍおよび５０～１０００ｎｍの２種類にし
、造粒工程では、造粒粉の粒子径を噴霧乾燥法により１～５０００μｍにすることにより
、大きな粒度分布の粒子の間に小さな粒度分布のナノ粒子径を持った永久磁石粒子が高充
填されることになり、従来のミクロンオーダーの磁性粒子を用いたボンド磁石に比べ、密
度の高い、エネルギ積の高い永久磁石が得られる。
　本発明の第４の構成によれば、界面活性剤と有機溶媒の溶液中に、永久磁石粒子の母材
となる遷移金属塩化物の水溶液を滴下して、油中水滴型マイクロエマルションを形成し、
その油中水滴型マイクロエマルションに微粒子形成剤を滴下することにより超微粒子を形
成させ、その超微粒子を還元処理することによって、１～２００ｎｍと５０～１０００ｎ
ｍの２つの粒度分布を持った、ナノオーダーの超微粒子の永久磁石粒子が得られる。
　本発明の第５の構成によれば、樹脂混合工程の樹脂を、エポキシ樹脂、フェノール樹脂
およびポリアミド系合成樹脂の少なくとも一種とし、その混合割合を１～２０質量％とす
ることにより、成形性の優れたボンド磁石を作製することができる。
　本発明の第６の構成によれば、成形方法として圧縮成形または射出成形を用いるように
したことにより、既存の成形方法を用いてナノオーダーの永久磁石粒子を有するボンド磁
石を作製することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　以下、本発明の方法の具体的実施例について、説明する。
【実施例１】
【０００９】
　本発明の実施例１を、図１～図３を用いて説明する。図１は本発明の実施例１を示す造
粒粉の図、図２は同実施例１の成形工程を示す図、図３は同実施例１の製造工程を示すフ
ローチャートである。
　まず、Ｓｍ－Ｃｏ系もしくはＳｍ－Ｆｅ－Ｃｏ系永久磁石粒子については、界面活性剤
（例えばポリエチレングリコールモノ－４－ノニルフェニルエーテル）と有機溶媒（例え
ばシクロヘキサン（Ｃ6Ｈ12））の溶液中に、永久磁石粒子の母材となる遷移金属塩化物
（例えば塩化コバルト（ＣｏＣｌ2）もしくは塩化鉄（ＦｅＣｌ2））と希土類金属塩化物
（例えば塩化サマリウム（ＳｍＣｌ3））の水溶液を滴下し、油中水滴型マイクロエマル
ションを形成する。
　次に、微粒子形成剤（例えばアンモニア水）を滴下することにより超微粒子を形成させ
る。次に、還元処理（例えばＣａ還元拡散処理）によって粒子径として１～２００ｎｍと
５０～１５００ｎｍの大きさを持ったＳｍ－Ｃｏ系もしくは、Ｓｍ－Ｆｅ－Ｃｏ系永久磁
石粒子を作製する（図３のステップＳ１）。
【００１０】
　Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ系永久磁石粒子については、界面活性剤（例えばポリエチレングリコー
ルモノ－４－ノニルフェニルエーテル）と有機溶媒（例えばシクロヘキサン（Ｃ6Ｈ12）
）の溶液中に、永久磁石粒子の母材となる遷移金属塩化物（例えば塩化鉄（ＦｅＣｌ2）
）と希土類金属塩化物（例えば塩化ネオジム（ＮｄＣｌ3））の水溶液を滴下し、油中水
滴型マイクロエマルションを形成する。次に、微粒子形成剤（例えばアンモニア水）を滴
下することにより超微粒子を形成させる。更に超微粒子を塩化ホウ素ガス（ＢＣｌ3）と
反応させ、Ｎｄ－Ｆｅ－Ｂ酸化物の超微粒子を作製し、還元処理（例えばＣａ還元拡散処
理）によって粒子径として１～２００ｎｍと５０～１５００ｎｍの大きさを持ったＮｄ－
Ｆｅ－Ｂ系永久磁石粒子を作製する。
【００１１】
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　Ｓｍ－Ｆｅ－Ｎ系永久磁石粒子については、界面活性剤（例えばポリエチレングリコー
ルモノ－４－ノニルフェニルエーテル）と有機溶媒（例えばシクロヘキサン（Ｃ6Ｈ12）
）の溶液中に、永久磁石粒子の母材となる遷移金属塩化物（例えば塩化鉄（ＦｅＣｌ2）
）と希土類金属塩化物（例えば塩化サマリウム（ＳｍＣｌ3））の水溶液を滴下し、油中
水滴型マイクロエマルションを形成する。次に、微粒子形成剤（例えばアンモニア水）を
滴下することにより超微粒子を形成させ、還元処理（例えばＣａ還元拡散処理）によって
Ｓｍ－Ｆｅ系粒子を作製する。更に窒化を行い、粒子径として１～２００ｎｍと５０～１
５００ｎｍの大きさを持ったＳｍ－Ｆｅ－Ｎ系永久磁石粒子を作製する。
【００１２】
　その永久磁石粒子と、エポキシ樹脂もしくは、フェノール樹脂、ポリアミド系合成樹脂
（ナイロン（商標）樹脂）を２質量％混合し（ステップＳ２）、図１に示す噴霧乾燥法に
より造粒粉１を作製する（ステップＳ３）。この造粒粉１を、図２に示す金型２に充填し
て成形方向３から成形を行うことにより（ステップＳ４）、ボンド磁石を作製する。造粒
を行うことにより、図２に示すように造粒粉１が金型２内に均一に充填される。
【００１３】
　表１は、２種類以上の粒度を持つ磁石粒子と樹脂を混合し、噴霧乾燥法を用い、造粒粒
子を作製し、圧縮成形した永久磁石粒子の充填率を水銀ポロシメータにより測定した表で
ある。表中のＮｏ．１～３，６～１２の永久磁石成分系におけるＳｍ－Ｃｏ－Ｆｅ系は、
Ｓｍ2（ＣｏxＦｅ1-x）17　（ｘ＝０．７）とした。また、Ｎｏ．４のＮｄ－Ｆｅ－Ｂ系
は、Ｎｄ14Ｆｅ78Ｂ8とした。さらに、Ｎｏ．５のＳｍ－Ｆｅ－Ｎ系は、Ｓｍ2Ｆｅ17Ｎ3

とした。
　表１のＮｏ．１～１０では、永久磁石粒子の充填率が７０％以上得られ、最大エネルギ
積が２３９ｋＪ／ｍ3以上得られることが確認された。一方、表１のＮｏ．１１の、粒子
径が１０００ｎｍ以上より大きい場合は、最大エネルギ積が２３９ｋＪ／ｍ3以上は得ら
れないことが確認された。また表１のＮｏ．１２では、図４の従来の成形工程で示すよう
な、噴霧乾燥法による造粒を行わないため、充填率が低く、最大エネルギ積が２３９ｋＪ
／ｍ3以上は得られないことが確認された。
【００１４】

【表１】

【実施例２】
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【００１５】
　本発明の実施例２では、実施例１と同様に、界面活性剤と有機溶媒の溶液中に、永久磁
石粒子の母材となる遷移金属塩化物の水溶液を滴下し、油中水滴型マイクロエマルション
を形成する。次に、微粒子形成剤を滴下することにより超微粒子を形成させ、還元処理に
よって粒子径として1００ｎｍと１０００ｎｍの大きさを持ったＳｍ－Ｃｏ系永久磁石粒
子（ここでは、Ｓｍ2Ｃｏ17）を作製する。その永久磁石粒子にエポキシ樹脂を２質量％
混合し、噴霧乾燥法により、０．５～７０００μｍの造粒粉を作製する。その造粒粉を金
型内に充填し、圧縮成形し、磁石を作製した。表２は、噴霧乾燥により作製した造粒粉の
粒子径と磁石の出来上がり状態を示すものである。造粒粉が１μｍより小さく、５０００
μｍより大きい場合は、磁石の密度が不均一になり、亀裂が入るため、磁石の作製ができ
なかった。
【００１６】
【表２】

【実施例３】
【００１７】
　本発明の実施例３では、実施例１と同様に、油中水滴型マイクロエマルションを形成し
、微粒子形成剤を滴下することにより超微粒子を形成させ、還元処理により各種の粒子径
をもつ永久磁石粒子を作製した。表３は、その永久磁石粒子の粒子径の大きさを示す。表
３において、１ｎｍより小さい永久磁石粒子の作製は難しくなっている。
【００１８】
【表３】

【実施例４】
【００１９】
　本発明の実施例４では、実施例１と同様に、界面活性剤と有機溶媒の溶液中に、遷移金
属塩化物の水溶液を滴下し、油中水滴型マイクロエマルションを形成し、微粒子形成剤を
滴下することにより超微粒子を形成させ、還元処理によって粒子径としての１～２００ｎ
ｍと５０～１５００ｎｍの大きさを持ったＳｍ－Ｃｏ－Ｆｅ系永久磁石粒子（ここでは、
Ｓｍ2（ＣｏxＦｅ1-x）17　（ｘ＝０．７））を作製した。その永久磁石粒子にナイロン
樹脂を１０質量％混合し、噴霧乾燥法により造粒粉の造粒を行い、成形を行うことで永久
磁石を作製した。表４は、２種類以上の粒度を持つ永久磁石粒子と樹脂を混合し、噴霧乾
燥法を用い、造粒粉を作製し、射出成形した永久磁石粒子の充填率を水銀ポロシメータに
より測定した表である。表４より、永久磁石粒子の充填率が６０％以上得られ、最大エネ
ルギ積が１６０ｋＪ／ｍ3以上得られることが確認された。粒子径が１０００ｎｍより大
きい場合では、最大エネルギ積が１６０ｋＪ／ｍ3以上は得られないことが確認された。
【００２０】
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【表４】

【産業上の利用可能性】
【００２１】
　本発明は、ナノオーダーの粒子径をもつ永久磁石粒子によりボンド磁石を作製すること
によって、永久磁石の高性能化ができるので、サーボモータの高性能化という用途に適用
できる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の実施例１を示す造粒粉の図である。
【図２】本発明の実施例１の成形工程を示す図である。
【図３】本発明の実施例１の製造工程を示すフローチャートである。
【図４】従来の成形工程を示す図である。
【符号の説明】
【００２３】
　１　造粒粒子
　２　金型
　３　成形方向
　１１　従来の磁性粒子
　１２　金型
　１３　成形方向
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【図３】

【図４】
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